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プロジェクト名 
三次元造形技術を核としたものづくり革命プログラム（次世代型産業用３D プ

リンタ等技術開発） 

上位施策名 
１．経済産業 

１－３イノベーション 

事業担当課 製造産業局素形材産業室 

プロジェクトの目的・概要 

我が国ものづくり産業がグローバル市場において、持続的かつ発展的な競争力を維持するため

に、地域の中小企業等の持つ技術や資源を活用し、少量多品種で高付加価値の製品・部品の製造に

適した三次元積層造形技術や金属等の粉末材料の多様化・高機能複合化等の技術開発及びその周辺

技術の開発を行い、次世代のものづくり産業を支える三次元造形システムを核とした、我が国の新

たなものづくり産業の創出を目指す。 

 三次元積層造形技術開発について、世界最高水準の次世代型産業用三次元積層造形装置（次世代

型産業用３Ｄプリンタ）の開発を行い、航空宇宙分野、医療機器分野、産業輸送機器分野等におい

て、これまでできなかった製品、形状が複雑でいくつかの加工技術を組み合わせないと製造できな

かった製品ないし自由で複雑形状等の高付加価値製品等の製造を実現する。金属粉末の焼結・溶融

に適した高速レーザー装置等の開発から、造形雰囲気の制御、金属粉の積層技術の高速化等の日本

のものづくり産業の強みを有する部分での開発を行い、積層造形速度が、現在（平成２５年時点海

外装置）の１０倍、製品精度が現在の５倍となる高速・高性能三次元積層造形装置を開発し、さら

に、開発が終了する平成３２年に当該装置を実用化する 

 また、金属だけではなく鋳造鋳型用の砂等について、積層造形装置に使用できる部材としての開

発や材料の複合化・高機能化・後加工技術、未使用材料の回収等の周辺技術開発についても実施す

る。さらに、三次元積層造形に係る材料等の基盤技術の研究開発も合わせて実施することにより、

次世代のものづくり産業を支える三次元積層造形システムの高度化を図る。 

 

予算額等（委託）                            （単位：千円） 

開始年度 終了年度 中間評価時期 事後評価時期 事業実施主体 

平成２６年度 

（超精密三次元造形システム

は平成２５年度から開始） 

平成３０年度 平成２８年度 平成３１年度 

技術研究組合 

次世代３Ｄ 

積層造形技術 

総合開発機構 

H25FY 執行額 H26FY 執行額 H27FY 執行額 H28FY 執行額 総執行額 総予算額 

148,484 3,749,050 (予算額

1,824,000) 

(予算額

700,000) 

3,897,534 6,421,534 

 

※総予算額は平成２５年度及び平成２６年度執行額と平成２７年度及び平成２８年度予算額の合計 
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Ⅰ．研究開発課題（プロジェクト）概要 

１．事業アウトカム【複数設定可】 

事業アウトカム指標 

需要創出効果 

世界における三次元積層造形の市場規模は、平成４２（２０３０）年時点で２兆円程度（Wohlers 

Report 2013を基に推定）と推定され、本技術開発では、三次元積層造形装置の低コスト化も視

野に入れており、技術開発が終了し、装置が量産体制に入った平成４２年頃には、その半分の市

場を我が国の製造業が獲得することを目標とし、その場合約１兆円の需要創出効果が見込まれ

る。 

指標目標値 

事業開始時（平成２６年度） 計画： 

事業を一体的に進めるた

め、全体戦略の策定、ガバ

ニングボードの設置、研究

開発内容の精査、進捗管理

を行いながら進める。  

実績： 

事業実施機関として、企画提案方

式による公募・選定した、技術研

究組合次世代３Ｄ積層造形技術総

合開発機構（以下、「技術研究組合」

という。）に委託。技術研究組合内

に総合委員会（３回/年）、技術検

討会（２事業Ｘ３回/年）、ユーザ

ー会（３回/年）を設置し、一体的

な推進を図る体制とした。 

中間評価時（平成２７年度末） 計画： 

３Ｄプリンタ（電子ビーム

方式：要素技術研究機１台、

１次試作機２機種）、レーザ

ービーム方式：要素技術研

究機１機種、開発機３機種）

の製作及び造形を実施す

る。  

実績： 

２機種（電子ビーム方式、レーザ

ービーム方式）の要素技術研究機、

５機種（電子ビーム方式２機種、

レーザービーム方式３機種）の開

発機を製作した。また、本装置及

び各種金属粉末を使用して試作し

た造形物の評価試験、造形試験を

実施した。 

事業終了時（平成３０年度末） 計画： 

最終目標（三次元積層造形

装置）を達成し、当該装置

を実用化する。 

実績：－ 

事業目的達成時（平成４２年

度予定） 

計画： 

世界の市場規模で 1 兆円の獲得を目指し、需要創出効果１兆円

が見込まれる。 
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２．研究開発内容及び事業アウトプット 

（１）研究開発内容 

  世界最高水準の造形速度（５００ｃｃ／ｈ以上(平成２５年度時点海外装置の約１０倍））、造形

精度（±２０μｍ以下（平成２５年度時点海外装置の約５倍））、最大造形サイズ（１，０００ｍｍ

×１，０００ｍｍ×６００ｍｍ以上（平成２５年度時点海外装置の約３倍））を持った装置、世界

初の異種金属の積層可能、装置本体の販売価格（５，０００万円以下（平成２５年度時点海外装置

の約半分以下））の開発目標の達成を目指し、推進する。適用産業分野として、航空、宇宙、エネ

ルギー、建設機械、自動車、医療の各分野における試作、最終製品、構成部品に適用を目指す。 

本技術開発における成果の検討から、ＩＳＯ／ＴＣ２６１（ＡＭ：Ａｄｄｉｔｉｖｅ Ｍａｎｕ

ｆａｃｔｕｒｉｎｇ：付加製造）へ日本発の規格を提案・主導し、国際標準化とする取り組みによ

り、グローバル市場での競争環境を優位に進める。 

国際標準化における主導権を握れる事項として、①造形物の品質評価（標準評価試験片の規格化

（形状・寸法と計測法）、②評価方法の規格化（粉末材料の品質、非破壊検査））、③粉末材料の規

格化に取り組んでいく。 

少量多品種、複雑形状、多機能、カスタムメイドに対応する設計を実施する３Ｄ－ＣＡＤに関す

る教育・人材育成全般を実施することや、公設試験研究機関、中堅・中小企業への導入を促進する

ことで、国際競争力を持つ国産の装置開発・材料開発と併せ、３Ｄプリンタを活用したものづくり

力（設計・生産・評価）の向上も図っていく。 

（２）事業アウトプット【複数設定可】 

事業アウトプット指標 

次世代型産業用３Ｄプリンタ技術開発（以下、「金属積層造形」という。）は、積層造形速度

を平成２５年度時点海外装置比約１０倍、製品精度約５倍の世界最高水準の次世代型産業用３

Ｄプリンタを開発するとともに、金属粉末材料やソフトウェアの開発等の周辺技術の開発も併

せて実施する。 

中間目標として、平成２７年度末に最終目標の半分の数値目標の達成と、造形条件と造形物

の分析評価や金属粉末の溶融挙動等の特性評価を実施する。 

超精密三次元造形システム技術開発（以下、「砂型積層造形」という。）は、砂型の積層造形

速度を平成２４年度時点海外装置比約１０倍の三次元複層（積層造形）の高付加価値の超複雑

形状の鋳造製品の製造が可能となる砂型を用いた鋳造生産システムを開発する。 

中間目標として、平成２７年度末に５万 cc/h の積層速度で鋳鉄、鋳鋼、アルミニウムの鋳造

が可能な三次元積層造形技術及び鋳型の製造コストが１，２００円／ｋｇ以下とすることを達

成する。 

＜共通指標＞ 

学会 
発表数 

論文の
被引用
数 

特許等件数
（出願を含

む） 

特許権の実
施件数 

ライセンス
供与数 

国際標準へ 
の寄与 

 

  16 0 61 4 4 

国際標準の獲得に向け技
術研究組合を国内審議団
体として承認し、一体的に
取り組む。 
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指標目標値（計画及び実績） 

事業開始時（平成２６年度） 計画： 

最終目標（平成３０年度末時点） 

金属積層造形 

＜電子ビーム方式＞ 

〇積層造形速度：５００cc／h以上 

〇造形物の精度：±５０μm以下 

〇最大造形サイズ：１，０００㎜×

１，０００㎜×６００㎜以上 

〇装置本体の販売価格：５,０００

万円以下 

＜レーザービーム方式＞ 

〇積層造形速度：５００cc／h以上 

〇造形物の精度：±２０μm以下 

〇最大造形サイズ：１，０００㎜×

１,０００㎜×６００㎜以上 

〇装置本体の販売価格：５,０００

万円以下 

〇金属等粉末及び修飾技術開発 

〇周辺技術開発 

 

最終目標（平成２９年度末時点） 

砂型積層造形 

〇積層造形速度：１０万 cc／h以上 

○最大造形サイズ：１，０００mm

×１，０００mm×６００mm以上 

○装置本体の販売価格：２，０００

万円以下 

〇鋳型の製造コスト：１,０００円

/kg以下 

実績： － 

 

中間評価時（平成２８年度） 計画： 

中間目標（平成２７年度末時点） 

金属積層造形 

＜電子ビーム方式＞ 

〇積層造形速度：２５０cc／h以上 

〇造形物の精度：±１００μm以下 

〇最大造形サイズ：５００mm×５０

０mm×６００㎜以上 

実績： 

次世代型産業用３Ｄプリンタ 

小型複層レーザービーム方式

２機種、粉末製造技術は全て

中間目標を達成した。  

 ３機種（大型電子ビーム方

式及び大型レーザービーム方

式）は、積層造形速度は未達
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＜レーザービーム方式＞ 

〇積層造形速度：２５０cc／h以上 

〇造形物の精度：±５０μm以下 

〇最大造形サイズ：５００mm×５０

０mm×４００㎜以上 

〇金属等粉末及び修飾技術開発 

〇周辺技術開発 

 

砂型積層造形 

〇積層造形速度：５万 cc／h以上 

〇鋳型の製造コスト：１，２００円

/kg以下 

成である。 

 

超精密三次元造形システム 

中間目標を達成した。 

事業終了時（平成３０年度） 計画： 

事業開始時と同じ 

実績：－ 

 

 

３．当省(国)が実施することの必要性 

金属積層造形及び砂型積層造形の三次元積層技術は我が国製造業において基盤技術となりうる

技術である。しかしながら、現状、我が国において当該技術は確立されていないと言わざるを得な

い状況である。 

一方、実用に耐え、複数の材料で金属及び砂型の三次元積層技術を開発するためには、装置だけ

で無く、材料、ソフトなど一体的に開発する必要である。特に金属積層については、レーザー、電

子ビーム双方について、開発する必要がある。しかしながら、これらを一社で一体的に開発できる

企業はなく、それぞれの得意分野を持つ大学、公的研究機関、企業が結集することが必要である。 

また、三次元積層技術を普及させるためには、造型や造形物の品質評価、安全性評価等に関して

研究開発を通じて標準を確立することも必要である。 

さらに、少子高齢化の下、働き手の確保が困難となる素形材産業、特に中小企業において、金属 

及び砂型積層技術はこうした問題を解決する技術となり得る。また、金属及び砂型の三次元積層技

術は、将来的には、素形材産業特有の金型、木型の保管に関する問題に関しても、解決策を与え得

る技術となると考えられる。 

  そこで、金属積層造形及び砂型積層造形の三次元積層技術の開発を、国が実施することにより、  

各要素技術を持つ大学、公的研究機関、企業を結集し、開発成果を踏まえた標準化を実現していく。

さらに三次元積層技術を活用した産業課題の解決、普及に関する方向性を確立していく。 

 

４．事業アウトカム達成に至るまでのロードマップ 

平成２６年度は次のとおりである。 

①基盤技術開発として、電子ビーム及びレーザービームの高密度エネルギー源による三次元積層

造形装置の要素技術研究機を製作し、各装置のビーム条件（出力、ビーム径）、ビーム走査条件（照
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射速度、照射時間、照射角度）、粉末条件と造形物の形状、機械特性、物性の分析評価や金属粉末

の溶融挙動等の特性評価を実施した。②装置・粉末製造技術開発として、電子ビーム２機種、レー

ザービーム３機種の一次試作機を設計・製作・開発し、粉末製造設備の設計・製作・開発を実施し

た。 

平成２７年度は次のとおりである。 

①基盤技術開発として要素技術研究機で取得した各種データを活用し造形条件の開発、検証と溶融

凝固プロセスの解明、シミュレーション技術の開発を実施した。②装置・粉末製造技術開発とし

て一次試作機の改良と金属粉末材料（チタン合金、耐熱鋼、ステンレス鋼、Ni基超合金（ｲﾝｺﾈﾙ）、

Co-Cr合金、銅、銅合金、アルミニウム合金）の開発を行い、実用化に向けユーザー企業の要望

による部品の造形を実施した。 

平成２８年度～平成３０年度は次のとおりである。 

①三次元積層造形の基盤技術開発と装置の高速化、高精度化、大型化と複層化を行いつつ、部品の

造形に際して必要かつ安定的な品質確保のため、部品・製品の造形を通じて一体的技術開発、品

質確認を通じて実証を実施する。 

  中間目標（平成２７年末時点）をクリアした技術については、プロジェクト終了を待たずに、実

用化の検討を行い、平成３２年度に最終目標をクリアした装置の実用化を図っていく。 

 本技術開発により発生した知的財産に係る権利全般とその取り扱いは、技術研究組合が一元管理

し、適正配分と各製品の競争力の向上に繋げる。また、国際標準化に積極的に取組み、日本として

標準原案提出と成立に向けての活動を実施する。 

  平成３２年からの実用化を目指して、装置開発、様々な業種に合わせた専用機化と粉末供給装置、

スキージング（材料敷き均し）装置等のモジュール化により適用範囲を拡大し、平成４０年頃より

本格的な運用の実現から、平成４２年の事業アウトカムを達成する。  

 

５．研究開発の実施・マネジメント体制等 

技術研究組合法に基づき平成２６年３月に設立された装置メーカー、材料メーカー、ユーザー企

業、大学、研究機関（平成２６年４月時点で２８法人、平成２８年 1月時点で３２法人）からなる、

オールジャパン体制による「技術研究組合」に委託し、装置、粉末並びに機構解明及びそれに基づ

く基盤技術の三位一体の技術開発を実施する。 

  開発に当たっては、プロジェクトリーダー（ＰＬ）のもと、我が国が強みを持つ工作機械製造や

金属加工の経験を有する地域の中小企業や材料メーカー等が、その高い技術力とノウハウを活かし

て開発の中心となるほか、大学との連携により基盤的技術の高度化を実施する。また、医療機器、

航空・宇宙産業機器、自動車等様々な分野のユーザー企業が参画し、造形物の試作・評価を装置メ

ーカー、材料メーカーと連携をとって実施する。 

  外部から評価・助言をうける総合委員会３回/年開催するとともに、ガバニングボードとして技

術検討会（２事業Ｘ３回/年）、ユーザー会（３回/年）を設置し、基本方針、各課題の研究開発計

画、フォローアップ等についての審議・検討を行い、プロジェクトの着実な推進を図っている。 
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６．費用対効果  

  事業アウトカムは次のとおり。 

  本プロジェクトの成果により開発され、実用化された装置、金属粉末材料は、技術研究組合が調

査・検討した受注計画から、平成４２年（２０３０）に、２，０００台（次世代型産業用３Ｄプリ

ンタ１，８００台及び超精密三次元造形システム２００台）の販売及び粉末材料は次世代型産業用

３Ｄプリンタ１台当たりの粉末売り上げを１，０００万円とする見込みから、経済波及効果を次の

とおり試算している。 

  装置売上は９４０億円（次世代型産業用３Ｄプリンタ１，８００台×５，０００万円／台＋超精

密三次元造形システム２００台×２，０００万円／台）、金属粉末材料売上は１８０億円（１，０

００万円／台×１，８００台）、経済波及効果は装置と粉末の売上を平成２６年の新ものづくり研

究会での試算結果「装置・粉末等の市場」に対して約２０倍であると試算すると、平成４２年には

２兆２，４００億円（（９４０億円＋１８０億円）×２０倍）の経済波及効果があると見込まれる。 

   この他、費用試算はしていないところであるが、本プロジェクトの成果を活用できる場面として、

部品・製品の納期短縮・低コスト・省エネルギーものづくり、革新的な設計法の実現による高機能

な製品の実現、革新的材料による高機能な製品の実現、航空機・自動車等の部品の低コストな補修

の実現、需要地での部品生産の実現に伴う部品輸送エネルギーの低減によるコスト削減が見込める

ものと考えられる。 

 

【参考資料】 

 

＜事業成果（詳細版）＞ 

※次ページより 
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１．事業の目的・政策的位置付け 

 

１－１ 事業目的 

 我が国ものづくり産業がグローバル市場において持続的かつ発展的な競争力を維持するために、

地域の中小企業等の持つ技術や資源を活用し、少量多品種で高付加価値の製品・部品の製造に適し

た三次元積層造形技術や金属等の粉末材料の多様化・高機能複合化等の技術開発により、次世代の

ものづくり産業を支える三次元造形システムを核とした我が国の新たなものづくり産業の創出を目

指す。 

 三次元積層造形技術について、世界最高水準の次世代型産業用三次元積層造形装置の開発を行い、

航空宇宙分野、医療機器分野、産業輸送機器分野等において、これまでできなかった製品、形状が

複雑でいくつかの加工技術を組み合わせないと製造できなかった製品ないし自由で複雑形状等の高

付加価値製品等の製造を実現する。金属粉末の焼結・溶融に適した高速レーザー装置等の開発から、

造形雰囲気の制御、金属粉末の積層技術の高速化等の日本のものづくり産業の強みを有する部分で

の開発を行い、積層造形速度が、平成２５年度時点海外装置の１０倍、製品精度が、同５倍となる

高速・高性能三次元積層造形装置を開発し、さらに、開発が終了する平成３２年に当該装置を実用

化する。 

 また、金属だけではなく鋳造鋳型用の砂等について、積層造形装置に使用できる部材としての開

発や材料の複合化・高機能化・後加工技術、未使用材料の回収等の周辺技術開発についても実施す

る。さらに、三次元積層造形に係る材料等の基盤技術の研究開発も合わせて実施することにより、

次世代のものづくり産業を支える三次元積層造形システムの高度化を図る。 

 

（１）事業の科学的・技術的意義 

 本プロジェクトで開発する三次元積層造形装置には、電子ビーム及びレーザービームの高密度エ

ネルギー源を使用する。特に電子ビーム技術に関して我が国は世界トップクラスの技術を有してお

り、国産の電子ビーム技術応用の分析装置や製造装置は世界トップシェアであり、世界の科学研究・

半導体製造・金属材料製造等の分野で活用されている。この我が国が保有する世界的に最高水準の

レベルにある電子ビーム技術を、新技術である三次元積層造形システムの開発に有効に活用し進化

させることで、三次元積層造形技術の一層の高度化と国際競争力の実現を目指す。 

また、本プロジェクトは、装置、粉末材料、ソフトウェアの開発事業であり、事業アウトカムで

ある需要創出効果を実現するためには、積層造形技術の確立が必要である。そのため、基盤技術と

して粉末材料のミクロ伝熱溶融・溶融凝固シミュレーション、マクロ伝熱溶融・溶融凝固シミュレ

ーション、マクロ伝熱・熱変形（残留応力・歪）シミュレーションを実施する。 

溶融凝固メカニズムの解明、熱変形の推定から、金属粉末を使用した三次元積層造形プロセスの

基本現象を解明し、装置、粉末材料のパラメータ最適化に適用する。 

溶融凝固シミュレーションは、欧米においても産官学連携で開発を推進する動きがあることから、

国際競争力の獲得のため、独創性が高く革新的なシミュレーション技術を開発し、欧米に対し以下

のアドバンテージの実現を目指すこととしている。 

 ① シミュレーションモデルの精緻性を確保できること（ミクロ液滴や気体の挙動等、キー現象を

表現できる計算手法） 
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 ② 各種パラメータの分析性を容易に検討できること（組成等、造形時に検討すべき因子を分析で

きるモデル） 

 ③ 他のシミュレーション手法との連携をできること（変形シミュレーション等、他の手法と連携

できる入出力データ処理） 

 ④ 大規模計算への展開をできること（大規模モデルシミュレーションができるスーパーコンピュ

ータ「京」の活用） 

 ⑤ 実験との突合せによる妥当性を確認できること（技術研究組合内の実験・データベースの活用） 

既知の実験結果が再現できるように安易に計算パラメータの合わせ込みを行わず、本シミュレー

ション技術が汎用性や予測性を持つツールとなるよう、流体・粉末充填・レーザー入熱・溶融凝固・

表面張力等、モデルを区分し、実験との突合せを通じて、個別に課題を抽出し、モデル精緻化を図

り、ミクロシミュレーションによる現象論の積上げから、プロセス機構解明とパラメータ評価を実

施する。 

本シミュレーション技術を、電子ビーム及びレーザー出力や電子ビーム及びレーザー走査速度等

のパラメータの組合せについて、造形物の品質を評価するプロセスマップと併用することで、現状

必要とされている造形条件を決定するための膨大な試行錯誤実験を削減し、装置開発や製品適用に

要する時間を短縮し、金属積層造形の市場拡大に寄与することを狙っていく。 

さらに、三次元造形システムの開発と事業化を実施して、国内鋳造業への導入を進めることによ

り、中小企業が多い日本の鋳造業において鋳物製品の高付加価値化と多品種短納期化を促進すると

ともに、グローバルな展開が見込まれる「IoT（モノのインターネット）」や「デジタルとものづく

りの融合」に対応できる体制を構築する。 

 

（２）社会的・科学的意義 

 （ＣＯ２ 削減効果） 

 ３Ｄプリンタによる造形技術は、ＩoＴ（モノのインターネット）、ＡＩ（人工知能）技術の発展

と連携し、地球温暖化問題に対応するＣＯ２ 削減効果を有する可能性が指摘されている。 

  

１－２ 政策的位置付け 

１－２－１ 「日本再興戦略 –JAPAN is BACK-」(平成２５年６月１４日閣議決定） 

 国の総力を結集して「技術で勝ち続ける国」を創り、さらに、日本人の知恵・創造力を発揮して、

世界最高の「知的財産立国」を目指すため、オールジャパンの対応で「技術立国・知財立国日本」

を再興することが掲げられており、平成２５年６月１４日閣議決定された「日本再興戦略 –JAPAN is 

BACK-」において、素材や機械制御技術等の日本の強みを活かし、三次元造形システムの研究開発を

国家プロジェクトとして推進すると明記されている。   

 

１－２－２ 「科学イノベーション総合戦略～新次元日本創造への挑戦～」（平成２５年６月７日閣  

議決定） 

 三次元造形等の高度な生産技術を地域のものづくり産業に適用させると明記されている。 

〇我が国ものづくり産業がグローバル市場において持続的かつ発展的な競争力を維持するために、

地域の中小企業等の持つ技術や資源を活用し、少量多品種で高付加価値な製品・部品の製造に適し
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た、 

➢三次元積層造形技術や金属等の粉末材料の多様化・高機能複合化等の技術開発 

➢金属の積層造形技術や積層造形技術だけでなく、三次元データ（３Ｄデータ）の入力に係る先導

的研究により、次世代のものづくり産業を支える三次元造形システムを核とした我が国の新たなも

のづくり産業の創出を目指す。 

 

１－２－３ 「科学技術イノベーション総合戦略２０１４～未来創造に向けたイノベーションの懸

け橋～」（平成２６年６月２４日閣議決定） 

 以下の通り明記されている。 

〇本文 第２章 第 1節 Ⅳ １．基本的認識 ３３ページ１９行目 

  三次元造形技術等の時間的・地理的制約を打破するような新しいものづくり技術や、(中略）、

地域を設計・生産の場としたイノベーションの可能性を広げるものとして大いに期待されている。

と明記されている。 

 〇本文 第２章 第 1節 Ⅳ項 ３．重点的取組 ３７ページ２８行目 

  （３）価値創成につながるものづくりシステムの最適化と地域ビジネスの振興 

 ①取組の内容 地域の企業・個人の知恵や感性を活かせる三次元造形や(中略）等により、高付加 

価値で少量多品種の製品・部材を生産可能にする革新的な生産技術や、従来は加工が難しかった 

材料を高精度で加工する技術など、革新的な加工・生産技術を開発する。 

 

１－２－４ 「科学技術イノベーション総合戦略２０１５」(平成２７年６月１９日閣議決定） 

 〇本文 第２章 第Ⅳ節 ⅱ項 ２．重点的に取り組むべき課題 ６０ページ２行目 

  さらに生産システムにおいては、多様化したユーザーニーズ、に迅速かつ柔軟に対応して高性

能、高品質な製品を提供するため、A I、ビックデータ処理、制御技術を活用して複雑形状を高速

かつ高精度で加工する 3Dプリンタ等の革新的な生産技術の開発に取り組む。 

 〇本文 第２章 第Ⅳ節 ⅱ項 ３．重点的取組 ６０ページ５､７行目 

 （２）革新的な生産技術開発（ＳＩＰを含む）①取組の内容 様々な材料に対して、複雑形状を

高速・高精度に加工する技術の開発（ＳＩＰを含む） 

    

内閣府総合科学技術会議【ＳＩＰ（戦略的イノベーション創造プログラム）のうち、革新的設計生

産技術分野との関係】 

 ＳＩＰについては、革新的設計生産技術の研究開発計画において、本技術開発や関連施策との役

割分担の下で、研究開発を実施するものであると位置づけられている。 
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２．研究開発目標及び成果、目標の達成度 

２－１ 全体の目標設定 

我が国ものづくり産業の国際競争力の強化を図るため、世界最高水準（造形速度を、平成２５年

度時点海外装置の約１０ 倍、製品精度は約５倍） の次世代産業用３Ｄプリンタの開発を実施する

とともに、装置で用いる金属粉末等の材料や制御ソフトウェアの開発、周辺技術の開発も併せて実

施する。また、 技術課題の取り組みとして、異種金属を傾斜構造で積層することを可能とする技術、

装置で使用する積層造形用の制御ソフトウェア等の開発、熱源の高出力化、高速化等、積層に使用

する金属粉末等の材料の製造技術等の開発を行い、中小企業を含むユーザー企業の意見を聞くなど

して、克服していく。これにより、多品種少量生産やこれまでにない高付加価値ないし高機能製品

を生産できる次世代型の生産システムの確立を図る。 

現在の産業用３Ｄプリンタでは、金属粉末を焼結・溶融するためのエネルギーを局所的に与える

ための熱源として、電子ビームとレーザービームの２つの方式がある。両者の長所と短所は相補的

であり、それぞれが得意とする材料、加工品質、生産性によって応用分野を分ける傾向にある。ま

た鋳造用砂型の積層造形はバインダージェッティング方式に分類される。世界最高水準の三次元積

層造形装置を開発し生産システムを確立するため、各方式について技術開発を行い、それぞれの特

徴を最大限に発揮できる装置開発を推進する。各方式の技術開発における中間、最終目標を表２－

１に示す。 
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                表２－１ 全体の目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設定理由・根拠等 
      

 

目標・指標 
       （中間評価時点） 
 

          目標・指標 
       （事後評価時点） 

（事業開始時） 

１） 電子ビーム方式の最終目標 

・積層造形速度：５００cc／h 以上 

・造形物の精度：±５０μm 以下 

・最大造形サイズ： 

１，０００㎜×１，０００㎜×６００㎜以

上 

・装置本体の販売価格：５，０００万円以

下 

２） レーザービーム方式の最終目標 

・積層造形速度：５００cc／h 以上 

・造形物の精度：±２０μm 以下 

・最大造形サイズ： 

１，０００㎜×１，０００㎜×６００㎜以

上 

・装置本体の販売価格：５，０００万円以

下 

３） 技術開発課題 

・異種金属を傾斜構造で積層すること 

を可能とする等 

４） 金属等粉末開発及び粉末修飾 

技術開発 

５）周辺技術開発 

６）三次元造形システムの最終目標 

・積層造形速度：１０万 cc／h 以上 

・最大造形サイズ： 

１，０００㎜×１，０００㎜×６００㎜以

上 

・装置本体の販売価格：２，０００万円以

下 

・鋳型の製造コスト：１，０００円/kg 以下 

 

（中間評価時） 

１） 電子ビーム方式の中間目標 

 ・積層造形速度：２５０cc／h 以上 

 ・造形物の精度：±１００μm 以下 

 ・最大造形サイズ： 

５００㎜×５００㎜×６００㎜以上 

 

２） レーザービーム方式の中間目標 

 ・積層造形速度：２５０cc／h 以上 

 ・造形物の精度：±５０μm 以下 

 ・最大造形サイズ：  

５００㎜×５００㎜×４００㎜以上 

 

３） 技術開発課題 

・異種金属を傾斜構造で積層すること 

を可能とする等 

４）制御ソフトウェア開発、 金属等粉末 

開発及び粉末修飾技術開発 

５）周辺技術開発 

６）三次元造形システムの中間目標 

・積層造形速度：５万 cc／h 以上 

・鋳型の製造コスト：１，２００円/kg 以下 

ユーザー企業のニ

ーズを反映の上、

平成３２年の事業化

時点で、世界最高

水準で海外メーカー

に確実に先行でき

る仕様（平成２５年

度時点海外装置の

造形速度を約 1 0 

倍、造形物精度は

約５倍、最大造形サ

イズは約３倍、本体

販売価格を約半

分、傾斜構造で積

層）を目標としてい

る。 

中間評価時点の目

標は、各目標の  

半分の値としてい

る。 
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２－２ 個別要素の技術課題および個別開発機の目標設定 

 本研究開発における技術課題は以下の通りである。 

 a)電子ビーム及びレーザービーム共通 

  ①異種金属を傾斜構造で積層することを可能とする。 

  ②装置で使用する積層造形用の制御ソフト等を開発する。 

  ③５０μｍ以下の粒径の金属粉末の仕様を可能とする。 

 b)電子ビーム方式 

  ①電子ビームの出力は５ｋＷ以上、ビーム径を１００μｍ以下に絞ることを可能とする。 

  ②電子ビームコラムの陰極は、１，０００時間以上の連続加工に耐えうるものとする。 

  ③加工室を真空にする場合は、真空度を１×１０-2 Pa以下とする。 

 C)レーザービーム方式 

  ①レーザービーム出力が２ｋＷ以上のファイバーレーザーを使用できる環境とし、また 

ビーム径は１００μｍ以下に絞れるものとする。 

  ②ガルバノミラーの高速化、複数台対応についても考慮するものとする。 

 d)金属粉末開発及び粉末修飾技術開発 

  ①金属粉末の製造技術について、粒径分布の狭幅化、微細化を図る。 

  ②鉄系、銅系、ニッケル系、チタン系、コバルト系等の３Ｄプリンタ用金属粉末の製造技術を 

確立する。 

  ③高温耐熱合金、耐蝕合金などの新合金材料を、当該産業用３Ｄプリンタにおいて使用できる 

技術として確立する。 

  ④金属粉末の高品質および低コストとなる技術を開発する。 

  ⑤防錆等の粉末修飾技術および傾斜材料用粉末製造技術を確立する。 

  ⑥チタン系及び新合金材料を除く各種粉末については、粒径２０μｍ以下のものについても 

使用できるよう実用化開発する。 

 e)周辺技術（高機能複合部材の開発、後加工、未使用粉末の回収等技術）開発 

  ①爆発防止等、装置の安全性について十分な配慮を行う。 

  ②造形物の自動搬出・ブラスト、粉末自動供給、金属粉末分離、不要粉末自動回収機構等 

周辺装置を開発する。 

  ③造形物の精度向上に資する最適な後処理加工等を検討する。 

  ④高機能複合部材の開発及び積層条件等を検討する。 

  ⑤粉末の高性能分級技術を検討する。  

 

開発に取り組んだ金属粉末の種類は次のとおり。 

鉄系：SUS316Ｌ、SUS304、S30C 

銅系：純 Cu、銅合金 

ニッケル系：ニッケル基超合金（ｲﾝｺﾈﾙ 718） 

チタン系：Ｔi6Al4V 

アルミ系：Al-10Si-0.4Mg  

 個別開発機の目標値を表２－２に示す。 
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            表２－２ 個別開発機の目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以下の技術、開発、戦略については、２－３－ｈ～ｋに、目標、成果、達成度を記載している。 

ｈ 粉末製造技術 

ｉ ３Ｄプリンタ用制御ソフトウェア開発 

ｋ 事業化・ブランド戦略 

 

 

 

ビームの

種類 

（雰囲気） 

装置名称等 

開発担当 

目標・指標（中間評価時） 

造形サイズ 

（mm） 

積層造形速度 

(cc/h） 

寸法精度 

（μｍ） 

 

電子 

ビーム 

（真空） 

 

 

 

 

a．要素技術研究機 

東北大学 

（多田電機（株）、日本電子（株）） 

  W：200(250) 

  L：200(250) 

  H：350 

 

80以上 

 

±200 

 

b.複層電子ビーム３Ｄ

プリンタ 

日本電子（株） 

  W：300 

  L：300 

  H：600 

 

250 

 

±100 

 

c.大型高速電子ビーム 

３Ｄプリンタ 

多田電機（株） 

  W：500 

  L：500 

  H：600 

 

250 

 

±100 

 

レーザー

ビーム 

(不活性

ガス) 

 

d.要素技術研究機 

近畿大学 

（（株）松浦機械製作所） 

  W：250 

  L：250 

  H：185 

 

15以上 

 

±100 

 

ｅ．レーザートリミング

方式の複層レーザービー

ム３Ｄプリンタ 

（株）東芝、東芝機械 

  W：300 

  L：300 

  H：100 

 

250 

 

 

±50 

 

f.マシニングセンタ方式

の複層レーザービーム 

３Ｄプリンタ 

三菱重工工作機械(株)、

三菱重工業（株） 

  W：300 

  L：300 

  H：100 

 

250 

 

 

±50 

g.大型高速レーザービ

ーム３Ｄプリンタ 

（株）松浦機械製作所、 

古河電気工業（株） 

  W：500 

  L：500 

  H：400 

 

250 

 

±50 
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２－３ 各個別要素技術開発の目標、成果、目標の達成度 

２－３－ａ 電子ビーム方式要素技術研究  

電子ビーム方式要素技術研究の個別要素技術の成果、目標の達成度を表 a－1に示す。 
            表 a－1 個別要素技術の成果、目標の達成度            

要素技術 目標・指標(中間評価) 成果 達成

度 

ａ-①-1電子ビ

ーム積層造形に

おける金属粉末

の溶融凝固プロ

セスの解明 

Ti-6Al-4V、ｲﾝｺﾈﾙ 718 

CoCrMo 等の合金材料

のレシピ開発及び造形

試験を実施する。 

Ti-6Al-4Vの造形ではプレヒーティングでの投入エ

ネルギーを調整することによって 1層当たりの造形

時間を３８％短縮した。造形面積が大きいほど、造

形物個数が多いほど、溶融時間が長くなる。結果と

して造形場の温度降下が大きくなり、造形時間を長

くしてしまうことが判明した。 

達成 

ａ-①-2電子ビ

ーム積層造形に

おける金属粉末

の溶融凝固プロ

セスの解明 

ｲﾝｺﾈﾙ 718でプロセス

マップを作成し高速大

型機、複層電子ビーム

３Ｄプリンタ開発への

提供 

投入エネルギー、ビーム走査速度を任意に調整し、

造形試験を実施することに成功した。ラインエネル

ギーでどの程度までエネルギーを投入できるか明

らかになってきた。したがって今後さらなる最適条

件を求める実験を実施することが可能になった。 

達成 

ａ-②金属粉末

材料毎の積層造

形に適した造形

条件（レシピ）

の確立 

造形条件（レシピ）を

開発するために、粉末

電気抵抗とスモーク現

象との関係を明らかに

する。 

各粉末の電気抵抗測定結果と造形実験結果を照合

しスモークが発生する抵抗率、温度についておおよ

その見当がついた。金属粉末の電気抵抗は温度を上

げると低下するが、その後降温させてもほぼ一定と

なることや、温度だけでなく温度保持時間の影響を

受けることが判明した。 

達成 

ａ-③溶融凝固

シミュレーショ

ン技術 

金属粉末の焼結/伝熱/

溶融/凝固/残留応力ま

での一連の電子ビーム

積層造形固有の挙動を

丸ごと記述できるシミ

ュレーション技術を開

発する。 

粉末粒子へのビーム照射において、粉末粒子径の分

布が溶融挙動や仮焼結挙動に大きく影響し、健全な

造形のためには結晶粒度のコントロールが重要で

あることなどを明らかにした。また、伝熱のみを考

慮したＦＥＭシミュレーションと凝固マップから

予測される材料組織と、実際にビーム照射による溶

融凝固で得られる組織の間には大きな差があるこ

とを明らかにし、流動を考慮したシミュレーション

と凝固マップの精査が不可欠なことを示した。 

達成 

a-④ 電子ビー

ム方式積層造形

データベース 

開発フェイズに対応し

た拡張性のあるデータ

ベースのプロトタイプ

を構築する。 

材料ＤＢ、形状モデルＤＢ、造形条件ＤＢ、造形履

歴ＤＢ、造形結果ＤＢを統合した積層造形データベ

ースのプロトタイプが完成した。 

達成 
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２－３－ｂ 複層電子ビーム３Ｄプリンタ 

複層電子ビーム３Ｄプリンタの個別要素技術の成果、達成度を表 b－１に示す。 

            表 b－１ 個別要素技術の成果、目標の達成度  

要素技術 目標・指標(中間評価) 成果 達成度 

b-①複層３Ｄ

プリンタ用高

速高精度電子

銃の開発 

①加速電圧６０kVで６kＷ

の Lab６を搭載する電子銃

を開発する。 

②ビーム径：１００μm以

下を実現する。 

③電子銃の寿命：１,０００

時間以上を実現する。 

①加速電圧 60kVの Lab6電子銃搭載した電

子銃を製作した。 

②ビーム１００μm以下をファラディカッ

プで計測し達成した。 

③電子銃寿命５４０時間達成後、消耗度を

計測し１,９４４時間まで到達可能と判断

し測定継続。 

達成 

ｂ-②電子ビ

ーム３Ｄ積層

造形高速化技

術 

①２５０ｃｃ／ｈ以上の造

形速度を目指す。 

（市販製品８０ｃｃ/ｈ） 

①実造形時間１４６．９ｃｃ/ｈを達成し、

造形可能範囲へ計算すると速度２１４．６

ｃｃ/ｈとなる。(８５％） 

 

未達成  

ｂ-③電子ビ

ーム積層造形

高精度化技術 

①精度±４０μm以下を達

成する。 

②高品質造形を実現する真

空度１×１０
－２

[Ｐａ]以

下とする。 

①粉末中心粒径７５μｍの Ti-6Al-4Vを積

層厚１００μｍで１ｃｍ立方体を造形し

測定した。    

 結果：±２７μｍを達成。 

②造形室の真空度１×１０
－4
 [Ｐａ]を達

成。 

達成 

ｂ-④異種材

料の複層造形

技術 

①２種類の金属粉末のパウ

ダーリコート技術を確立す

る。 

②２種類の異種金属造形を

実現する。 

①異種金属のパウダーベッド制御技術を

確立した。 

②Ti-6Al-4Vと Cuの異種金属を、パウダー

ベッド方式積層技術を用いて、造形を実現

した。 

達成 

b-⑤ユーザー

造形品試作と

検査技術 

①組合員ユーザー企業の部

品を積層造形技術で製作す

る。 

②金属粉末分析、造形品検

査手法を確立する。 

①ユーザー企業２社の部品の造形を完了

した。 

②表面分析装置による材料分析、造形品の

粒界、非破壊検査技術の実施。 

達成 
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２－３－c 大型電子ビーム３Ｄプリンタ 

大型電子ビーム３Ｄプリンタの個別要素技術の成果、達成度を表 c－１に示す。 

           表 c－１ 個別要素技術の成果、目標の達成度  

要素技術 目標・指標(中間評価) 成果 達成度 

c-①大型３D

プリンタ用

電子ビーム

コラムの高

度化 

①出力：６ｋＷ 

②ビーム径：１００μｍ

以下 

③陰極加熱寿命： 

１，０００時間以上 

①出力６ｋＷ、陰極加熱１，０００時間以上

を達成し、大型造形物の造形に資する電子ビ

ームコラム技術を確立した。 

②ビーム径φ１００μｍ以下を達成し、高精

度造形に資する電子ビームコラム技術を確立

した。 

達成 

c-②大型化

技術*1 

①大面積照射技術 

②着脱式大型造形ボッ

クス 

③粉末供給装置 

に開発により造形サイ

ズ５００ｍｍＸ５００

ｍｍｘ６００ｍｍ 

以上の大型装置の開発 

電子ビーム出力（６ｋＷ）、電子ビーム照射

範囲（５００ｍｍＸ５００ｍｍ）、造形ボッ

クスサイズを確認し、５００ｍｍＸ５００ｍ

ｍｘ６００ｍｍの造形サイズに資する大型電

子ビーム３Ｄプリンタ装置を開発した。 

 

達成 

c-③高速化

技術 

電子ビームコラム開発

により、積層造形速度 

２５０ｃｃ/ｈ以上の達

成 

高精度・高速モード切り替え方式、および、

最大ビーム照射速度１５，０００ｍ/ｓの電子

ビームコラムを開発した。その結果、積層造

形速度１００ｃｃ/ｈの積層造形速度を達成

した。 

積層造形速度が中間目標に対し４０％と未

達成となったが、プリヒート熱量アップ、ビ

ーム形状最適化で達成できると考えている。 

 

未達成 

（４０％） 

c-④高精度

化技術 

電子ビーム制御システ

ムの開発により造形精

度±１００μｍ以下の

達成 

電子ビーム制御システムを開発し、造形物の

精度±１００μｍ以下(±７８μｍ)を達成し

た。 

達成 

  

 

 

*1 最大造形サイズの中間目標値については、装置の最大造形サイズ（図面と実物の確認）とビーム

照射範囲の確認をもって中間目標達成の判断とする。 
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２－３－ｄ レーザービーム方式要素技術研究 

レーザービーム方式要素技術研究の個別要素技術の成果、達成度を表 d－１に示す。 

           表 d－１ 個別要素技術の成果、目標の達成度  

要素技術 目標・指標（中間評価） 成果 達成度 

d‐①溶融

凝固プロセ

スの解明 

伝熱・溶融凝固現象モニタリ

ングのためのモニタリング技

術の確立及び溶融凝固現象の

解明 

・高速度カメラ・サーモビューワによる、超

高速レーザー照射時の伝熱・溶融凝固現象モ

ニタリング技術を確立し、従来の溶接におけ

る低速レーザー照射時の溶融凝固現象と大き

く異なることを明らかにした。 

・SUS630 及びｲﾝｺﾈﾙ 718 の伝溶融凝固現象を

明らかにし、ミクロシミュレーションの高精

度化に資する結果を得た。 

達成 

d‐②積層

造形データ

ベース化 

鉄系材料・超合金・アルミ合

金・チタン合金のプロセスマ

ップ（レシピ）の作成とデー

タベース化 

・装置に最適な粉末特性を明らかにした。 

・各種材料のプロセスマップを作成し、最適

造形条件を明らかにした。 

・市販の欧米企業の装置のデータに匹敵する

機械的性質を有する造形体の作製が可能とな

った。 

達成 

d ‐ ③ 伝

熱・熱変形

（ 残 留 応

力・歪）シ

ミュレーシ

ョン技術 

汎用ソフトによるミリオーダ

ー伝熱・熱変形シミュレーシ

ョンコードの開発及び単純形

状品の造形結果との比較によ

る高精度化 

・レーザースポット周りのミクロスケールの

過渡的温度場の数値シミュレーションによる

推定と実験的測定が可能となった． 

・マクロスケールな熱変形の推定も実測値比

較数％誤差での可能となった． 

達成 
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２－３－ｅ 複層レーザービームプリンタ（レーザートリミング方式） 

複層レーザービームプリンタ（レーザートリミング方式）の個別要素技術の成果、目標の達成度を 

表ｅ－１に示す。        

  表ｅ－１ 個別要素技術の成果、目標の達成度  

要素技術 目標・指標(中間評価) 成果 達成度 

ｅ -①異種

材料の複層

積層技術 

粉末切替えシステム及びプロ

セス制御による２種以上の異

種材料の積層技術を確立 

SUS316Lと炭素鋼、 SUS316Lとｲﾝｺﾈﾙ 718の複

層積層に成功した。 

達成 

ｅ -②高速

化技術・高

精度化技術 

①高速造形用ノズル開発及び

プロセス制御による、造形速

度２５０ｃｃ/ｈの高速造形

技術の確立 

②プロセス制御及びレーザー

ポリシュによる、精度±５０

μｍ以下の高精度造形技術の

確立 

・Ｗ１００ｍｍＸＬ１００ｍｍＸＨ１０ｍｍ

の速度評価サンプルを造形速度３５９ｃｃ/

ｈで造形し、高速造形技術を確立した。 

・精度評価サンプルで外形寸法精度±３０μ

ｍを達成した。レーザーポリッシュにより表

面粗さＲａが１４μｍから３．９μｍに改善

した。以上より、高精度造形技術を確立した。 

達成 

ｅ -③高精

度ノズル開

発 

シミュレーション技術を駆使

した粉末収束径０．６ｍｍ以

上１．５ｍｍ以下のノズル開

発 

開発した高精度ノズルで粉末収束径０．７ 

ｍｍを得て、中間目標を達成した。 

達成 

ｅ -④微細

造形技術 

造形線幅０．３ｍｍ以下の微

細造形技術の開発 

SUS304 粉末０．０３ｍｍ（３０μｍ）以下で

粉末供給と造形ラインパターン形成を実証し

た。 

達成 
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２－３－ｆ 複層レーザービームプリンタ（マシンニング方式） 

複層レーザービームプリンタ（マシンニング方式）の個別要素技術の成果、目標の達成度を表ｆ－

１に示す。 

表ｆ－１ 個別要素技術の成果、目標の達成度 

要素技術 目標・指標(中間評価) 成果 達成度 

ｆ -①異種

材料の複層

積層技術 

加熱レーザー機能、造形

モニタリング機能を備

えた複層積層造形装置

の開発 

加熱レーザー機能、造形モニタリング機能を備

えた開発機を開発し、非鉄金属材料と金属材料

の複層積層試作を実施、良好に異材種の複層造

形ができることを確認した。 

達成 

ｆ -②高速

化高精度化

技術 

収束性とシールド性を

両立する粉末噴射ノズ

ルの開発、材料毎プロセ

スマップによる造形条

件の最適化検討 

ＣＦＤシミュレーションを粉末噴射ノズルの

設計に適用し収束性とシールド性を両立する

粉末噴射ノズルを開発した。３種の材料につい

てプロセスマップを作成、データベース化する

ことで積層造形速度２５０ｃｃ/ｈ以上（達成

値３６０ｃｃ/ｈ）、造形精度±５０μｍ以下

(達成値±２４μｍ)の中間造形目標値を達成

した。 

達成 

ｆ -③ミク

ロ溶融凝固

シミュレー

ション技術 

粉末サイズを考慮した

粉末粒子レベルのミク

ロシミュレーションモ

デルおよび材料・入熱条

件の違いをパラメータ

評価できる方法の構築 

開発したモデルで、チタン合金とｲﾝｺﾈﾙについ

て、レーザー出力と走査速度をパラメータとし

た３×３マトリックスのプロセスマップをス

パコン京で計算し、実造形の溶融池幅（１５０

μｍ以上２点・未満５点・ビード形成せず２点）

と傾向一致した。今後、さらなる精緻化で定量

性を追求する。 

達成 
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２－３－ｇ 大型高速レーザービーム３Ｄプリンタ 

大型高速レーザービーム３Ｄプリンタの個別要素技術の成果、目標の達成度を表 g－１に示す。 

表 g－１ 個別要素技術の成果、目標の達成度 

要素技術 目標・指標(中間評価) 成果 達成度 

g-①高速化

技術 

①高速・高精度粉末積層装置

開発、 

②高出力レーザー開発、 

③高速・高精度ガルバノミラ

ー開発及び複数台制御技術

開発による積層造形速度： 

２５０ｃｃ/ｈ以上達成 

(中間評価時１２５ｃｃ/ｈ) 

積層造形速度：６８.５ｃｃ/ｈ 

 １００Ｘ１００Ｘ１０ｍｍの速度評価用

造形物を造形した。（造形時間：１時間２７

分４０秒） 

今後の取組 

 レーザーを２台として、マルチ制御等によ

り、高速化目標を達成する予定。 

未達成 

（実施中） 

ｇ -①高精

度化技術 

①高速・高精度粉末積層装置

開発 

②高速・高精度ガルバノミラ

ー開発による造形物の精度

±５０μｍ以下達成 

造形精度：±５０μｍ 

 ・１０×１０×１０ｍｍの精度評価用造形 

物を造形し寸法精度を測定 

達成 

ｇ -②大型

化技術*1 

①高速・高精度ガルバノミラ

ー開発及び複数台制御技術

開発②粉末供給・回収機構及

びワーク取出し機構開発に

よる造形サイズ：５００ｍｍ

Ｘ５００ｍｍＸ４００ｍｍ

達成 

造形サイズ：６００×６００×４００ｍｍ 

・上記機械仕様の装置を設計・製作した 

 （開発機） 

・開発機にて６００×６００ｍｍの格子を描

画しストロークを確認した 

・開発機で６１６ｍｍ×１２８ｍｍ×２０

３．５ｍｍの試作品を製作した 

達成 

ｇ-③高輝

度シングル

モード  

ファイバー

レーザー 

技術 

・９７６ｎｍ励起および共振

器ＹＤＦ長の短尺化 

・２７０Ｗ ＬＤ用ＴＦＢの

開発 

・ＱＢＨケーブル用光ファイ

バーのＭＦＤ 拡大 

・ＹＤＦ短尺化（２４ｍ→１８ｍ）によるＳ

ＲＳ低減の確認 

・１＋６：１ＴＦＢの開発、１．４kＷの入

力耐性を実現 

・１４－１７のＭＦＡの導入 

・シングルモードで２kＷ出力を確認した。 

・６kＷファイバーレーザーを国内で初めて

開発し、レーザーデポジション用に 2台供給 

達成 

 

 

*1最大造形サイズの中間目標値に対しては、装置内の造形室内の空間の大きさ（図面と実物の確認）

とビーム照射範囲の確認をもって、中間目標達成の判断としている。 
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２－３－ｈ 金属粉末開発及び粉末修飾技術開発 

金属粉末開発及び粉末修飾技術開発の個別要素技術の成果、達成度を表ｈ－１に示す。 

            表ｈ－１ 個別要素技術の成果、目標の達成度 

要素技術 目標・指標（中間目標） 成果 達成度 

h-①高融点・

高活性金属用

高性能アトマ

イズ装置開発 

・チタン合金粉末粒径７５μｍ 

以下の分級歩留４０％以上（平

均粒径１００μｍ程度） 

・チタン合金粉末粒径７５μｍ以下の分級歩

留４２．３％（粉末粒径９７．５μｍ）を製

造可能なアトマイズプロセスを開発 

 

達成 

h-②噴霧現象

可視化技術開

発 

 

・可視化技術活用による噴霧現

象数値化 

・製造粉末粒径に影響を及ぼす

噴霧ガス流速の定量化 

・噴霧ガス可視化によるガス流

速変化要因解析技術構築 

・噴霧超音速ガスの流速絶対値を計測する技

術を確立 

・シュリーレン法により噴霧ガスの密度差を

観察することにより、噴霧ガスの形状や減衰

挙動を可視化する技術を構築 

 

達成 

 

h-③気流分級

による遠心分

離方式金属粉

末分級機構の

開発 

 

・分級精度 

（粒径４５μｍ以下） 

累積９５％粒度４０μｍ以下

（粒径１２５-４５μｍ） 

累積５％粒度５０μｍ以上、 

累積９５％粒度１２０μｍ以下 

・分級歩留 

 篩分級に対し２０％以上向上 

・分級精度 

（粒径４５μｍ以下） 

累計９５％粒度３５μｍ 

(粒径１２５-４５μｍ) 

 累計５％粒度６１μｍ, 

  累計９５％粒度１１５μｍ 

・分級歩留 

篩分級に対し２８．５％向上 

達成 

h-④金属粉末

修飾技術開発 

（粒径４５μ

ｍ以下ガスア

トマイズ銅粉

対象） 

・粉末流動度： 

 ４５秒/５０g以下 

・酸化増加率： 

 １０％／２０日以下 

 

・金属粉末表面にセラミック系潤滑剤を微量

修飾することで粉末の流動性が発現し、流動

度＝２０．３秒/５０gとなった。 

・酸化防止を目的に粉末表面に酸化防止剤を

微量修飾することで酸化増加率＝９．９％/

２０日となった。 

達成 

 

h-⑤銅系製造

技術開発（銅

粉 末 収 率 向

上） 

・-４５μｍ（LB 用）金属粉末製

造収率向上 

・+４５/-１０５μｍ（EB用）金

属粉末製造収率向上 

・ｶﾞｽｱﾄﾏｲｽﾞ条件並びに噴霧ﾉｽﾞﾙを開発した。 

-４５μm収率 ＝ ６６％（目標６０％） 

+４５/-１０５μm収率＝２８％ 

(目標２５％) 

達成 
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h-⑥アルミニ

ウム合金粉末

の製造技術開

発 

 

レーザー／電子ビーム積層造形

用アルミニウム合金粉末に関す

る要求特性の明確化 

 

・レーザー方式積層造形装置で、粒度分布を

調整する事により、相対密度９９．５％を達

成出来るレベルまで到達した。 

・電子ビーム積層造形装置で、アルミニウム

合金粉末の球状度、サテライト粉末の量、粒

度分布幅の改善が必要であることが判明し

た。 

達成 
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２－３－ｉ ３Ｄプリンタ用制御ソフトウェア開発 

３Ｄプリンタ用制御ソフトウェア開発の個別要素技術の成果、目標の達成度を表ｉ－１に示す。 

            表ｉ－１ 個別要素技術の成果、目標の達成度   

 

 

要素技術 目標・指標（中間評価） 成果 達成度 

ｉ-①STL/AMF

データ処理技

術 

STL/AMF データ変換ソフ

トウェアの開発 

STL/AMF データ変換ソフトウェアの開発を完

了し、装置開発メーカー及びユーザーへ展開

して、改良中である。 

達成 

ｉ-②加工条

件／最適パス

生成技術 

加工条件設定・編集、配

置支援、ラティス構造、

サポート設定及び化加

工前評価ソフトウェア

開発 

加工条件設定・編集、配置支援、ラティス構

造、サポート設定及び加工前評価ソフトウェ

ア開発を完了し、装置開発メーカー及びユー

ザーへ展開して、改良中である。 

達成 

ｉ-③統合ソ

フトウェア開

発 

加工・材料・評価データ

ベースとの連携可能な

加工条件／最適パス生

成ソフトウェア開発の

ためのプラットフォー

ム構築 

統合ソフトウェアのプラットフォームを開発

した。 

達成 
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２－３－ｊ 超精密三次元積層造形システム（鋳造用砂型積層造形システム） 

ｊ1 高速積層造型技術の開発 

 高速積層造型技術の開発における個別要素技術の成果、達成度を表 j-１に示す。 

表 j-１ 高速積層造型技術の開発 個別要素技術の成果、達成度 

要素技術 目標・指標 

(中間評価) 
成果 達成度 

j1-①高速積層

造型技術の開

発（高速・大

型化技術） 

積層造型速度： 
５万 cc／h 以上 

（中間目標） 
１０万 cc／h 以上 

（最終目標） 

５万 cc／h の装置を開発し、試作積層鋳型を用

いた鋳造試験（評価試験）を実施した。 
１０万 cc／h の装置は、ハードの製作が完成し

た。 

中間目標

達成 

造形可能サイズ： 
１，０００ｍｍＸ  

１，０００ｍｍＸ６０

０ｍｍ以上 
（最終目標） 

造形可能サイズはストレッチターゲット： 
１，８００ｍｍＸ１，０００ｍｍＸ７５０ｍ

ｍを設定し、５万ｃｃ／ｈの装置に適用した。 

中間目標

達成 

装置本体の販売価格：

２,０００万円以下 

（最終目標） 

コストダウン検討を行い、１０万 cc／h 装置の

試作費用を５万 cc／h 装置の試作費用以下に

する事に成功した。 

達成 

鋳型の製造コスト： 
１,２００円／kg 以下

（中間目標） 
１,０００円／kg 以下

（最終目標） 

積層造型速度 ５万 cc／h の装置について、 
鋳型材料費、リサイクル費、水光熱費、設備の

減価償却費、メンテナンス費用を想定して製造

コストを算出し、１,２００円/kg を達成した。 

中間目標

達成 

j1-②複層化コ

ーティング技

術の開発 

複層化コーティングの

実現 
複層化評価装置を開発し、複層コーテイングを

実施した。今後、課題を詰めて高速造型装置の

複層化につなげる。 

達成 

j1-③砂除去装

置の開発 
砂型の取出し時間： 
５万 cc／h 造型時間の

半分（中間目標）、 

１０万 cc／h 造型時間

の半分（最終目標） 

５万 cc／h の装置にて８．５ｈの試験造型した

砂型の取出しを４ｈで完了した。 
達成 
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ｊ2 耐熱積層鋳型による高融点金属鋳造技術の開発 

耐熱積層鋳型による高融点金属鋳造技術の開発における個別要素技術の成果、達成度を表 j-２に示

す。 

表 j-２ 耐熱積層鋳型による高融点金属鋳造技術の開発 個別要素技術の成果、達成度 

要素技術 目標・指標 

(中間評価) 
成果 達成度 

j2-①耐熱有機

バインダ材料

及び高耐熱

性・低熱膨張

性溶融法人工

砂の開発 

耐熱有機バインダ材料開発 
 

・有害ガス発生を抑制し、 

崩壊性も考慮した耐熱有機 

バインダ材料の開発 
・１０万ｃｃ/ｈに対応できる 

硬化システム 

・１液式の硬化システムに対応するバイン

ダ材料を開発した。 
・人工砂の使用を可能にして耐熱性を向上

し、鋳鉄・鋳鋼等の高融点金属への対応を

実現した。 
・バインダ硬化速度を向上させ、５万ｃｃ/

ｈ装置で造形確認を実施した。 

達成 

高耐熱性・低膨張性溶融法 

人工砂の開発 
 

・鋳鉄鋳造に対応可能な 

人工砂の開発 

・１液式の硬化システムを開発した。 
・この硬化触媒を高耐熱性・低熱膨張人工

砂にコーティングした積層造形用人工砂

（CCS)を開発した。 
・開発した人工砂とバインダを用いて造形

した鋳型により鋳鉄の鋳造を行い、耐熱性

を実証した。 

達成 

j2-②耐熱有機

積層鋳型鋳造

及び評価技術

の開発 

耐熱有機積層鋳型に対応する

鋳造技術開発 
 

・高温特性（耐熱性・柔軟性・

ガス発生）の向上 
・塗型の適用評価 
・実鋳造による検証 

・高温での柔軟性を高める材料開発を行い、

特性を確認した。 
・鋳鉄の鋳造を行い、塗型の検討・焼き付

き性を評価し、耐熱性およびガス発生に問

題ないことを確認した。 

達成 

複雑形状注湯技術・実部材 

への適用評価 
 

・鋳型物性評価 
・CAE 連携技術の開発 
・実鋳造による検証 

・鋳型強度、抗折強度を評価、鋳型のハン

ドリング及び鋳造に問題ないことを確認し

た。 
・積層造形鋳型に対応した通気度、比熱、

崩壊性、リサイクル性、耐熱性、ガス発生

の評価手法を開発した。 

達成 
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ｊ3 局所的冷却性能制御技術の開発 

 局所的冷却性能制御技術の開発における個別要素技術の成果、達成度を表 j-３に示す。 

 

表 j-３ 局所的冷却性能制御技術の開発 個別要素技術の成果、達成度 

要素技術 目標・指標 

(中間評価) 
成果 達成度 

j3-①複層化コーティ

ング用バインダ材料

及び低熱膨張性溶融

法人工砂の開発 

高冷却バインダ・鋳型材料

開発 
 
・無機バインダによる１液

式積層造形鋳型硬化システ

ムの開発 
・複層化積層造形のための

高冷却性能の砂・バインダ

硬化システムの開発 

・人工砂と水ガラス系無機バインダか

らなる硬化システムを開発し、造形を

確認した。 
・高冷却性能を持つ溶融法人工砂を用

いた硬化システムを開発し、造形を確

認した。 

達成 

高冷却鋳型積層造形技術 

開発 
 
・複層化積層造形技術と高

冷却性能鋳型材料を組み合

わせた局所的冷却制御によ

り、鋳造品の高品質化と省

エネルギー化を実現 

・無機バインダによる積層造形鋳型硬

化システムにより鋳型を造型し、崩壊

性を確認した。 

達成 

j3-②複層化積層鋳型

鋳造及び評価技術の

開発 

複雑形状注湯技術・実部材

への適用評価 
 
・複雑形状複層化鋳型への

アルミニウム注湯技術の実

証評価 

・薄肉形状、薄肉空隙形状を持つ鋳型

の特性、鋳造性を評価するための標準

試験鋳型及び試験方法を開発した。 
・開発した標準試験鋳型により鋳型特

性（薄肉部強度、砂落とし性を評価し

た。 

達成 
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２－３－k 事業化・ブランド戦略 

事業化・ブランド戦略の成果、目標の達成度を表ｋ－１に示す。 

            表ｋ－１ 個別要素技術の成果、目標の達成度      

内容 目標・指標(中間評価) 成果 達成度 

k-①ブランド

戦略 

①共通シール製作 

②装置色決定 

③発表共通テンプレート 

①TRAFAM 開発装置である事を示す共通シー

ル 

②TRAFAM 開発装置の共通塗装色を決定し、

標準色見本プレートを配布し共通化した。 

③活動報告・対外発表用の PowerPoint の共

通テンプレートを用いて TRAFAM 活動を実施

した。 

達成 

k-②品質保

証、安全、環

境対策 

①TRAFAM標準造形試験方法

策定 

②分析機器による品質検査

手法調査・共通化 

③安全規制の情報共有によ

る実験活動の安全確保 

①金属積層造形法の標準検査国際規格が未

定である為、ISO 国際会議の情報等から

TRAFAM 標準試験（JIS引張、硬さ、精度検査、

スループット検査）を決定した。 

②粉末材料の検査等の共通機器を導入し検

査情報の統一化を図った。 

③安全衛生に関する法令を調査し、組合員へ

情報を配信し安全に留意して活動を推進し

た。 

達成 

k-③セキュリ

ティ対策 

①安全保障調査活動（輸出

管理） 

②装置不正移転防止の技術

調査 

①金属積層造形装置に関わる輸出法令を調

査し、組合員へ省令情報を配信した。 

②装置の不正移転を検知する技術調査を実

施し、将来の商品化時に搭載する事例を情報

配信した。 

達成 

k-④事業化戦

略 

①３Ｄ金属積層造形技術実

用化調査活動（国内） 

②試作機設置環境・インフ

ラ情報の収集・情報共有化

活動 

③ユーザー造形のデータ秘

密保持契約のテンプレート

作成と運用 

④オペレータ技術者の教本

企画 

①国内の３Ｄ金属積層造形装置の市場調査

をして状況を把握し将来の商品化に向け活

用した。 

②ユーザー企業が装置を設置する際、必要な

インフラ情報の調査表を決め調査を実施し

た。 

③ユーザー企業と連携した造形試験を実施

する為に、統一化した秘密保持契約テンプレ

ートを作成し運用した。 

④金属積層造形に携わる技術者向け教本の

作成準備を進めた。 

達成 
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２－３－ℓ 研究開発成果：学会発表、特許等出願状況 

学会発表は、日本機械学会 2015 年度年次大会において、10件の発表を行い、ユーザーに関心がも

たれている。特許出願：TRAFAMとして 62件提案受付済みであり、61件は出願手続きを完了してい

る。 

表ℓ-１ 学会発表、特許等出願状況 

論文数*1 

学会 

発表数＊2 

論文の 

被引用度

数 

特許等件

数（出願を

含む） 

特許権の

実施件数 

ライセン

ス供与数 

取得ライ

センス料 

国際標準 

への寄与 

  ０ １６   ０ ６１ ４ ４ 契約により来
年度以降 

国際標準の獲得に
向け一体的な研究

開発を実施。 

*1：技術論文投稿は中間評価後実施する、＊2：シンポジウム、技術フォーラム等での発表のみ 

１）学会発表内容 

①日本機械学会 2015 年度年次大会 

会場：北海道大学 

  発表ﾃｰﾏ：「3D ﾌﾟﾘﾝﾀによるものづくり革新」  

        ～次世代型産業用３D ﾌﾟﾘﾝﾀの目指すもの～ 

  講演ﾃｰﾏ（１０件） 

  ・経済産業省「次世代型 3D ﾌﾟﾘﾝﾀ技術開発」ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの目指すもの 

  ・電子ﾋﾞｰﾑ積層造形技術による新たな「ものづくり産業」への展開 

  ・ﾚｰｻﾞｰ積層造形装置開発の新たな展開 

  ・ﾚｰｻﾞｰﾒﾀﾙﾃﾞﾎﾟｼﾞｼｮﾝ方式による新たな積層造形装置の開発 

  ・AM技術に相応しい金属粉末とは 

  ・次世代３ＤﾌﾟﾘﾝﾀにおけるＡＭｿﾌﾄｳｪｱの新たな展開 

  ・ﾕｰｻﾞｰから見たｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ技術の役割 

  ・ＪＡＸＡにおける航空宇宙分野への新たな展開 

  ・自動車産業における金属積層造形技術の活用 

  ・ＡＭ製品の産業化における品質検査方法 

②レーザー学会学術講演会第 36 回年次大会(H28.1) 

  「次世代産業用３Dプリンタ技術開発」 京極リーダー  

  他５件 

２）特許出願詳細 

出願件数：６１件（PCT出願＋各国移行) 

   日本移行済  ９件、米国移行済 １７件、 

    欧州移行済 １７件、PCTのみ   １８件 

内訳 電子ビーム（パウダーベッド）：１３件 

     LMD関連：３２件 

     ソフト：３件 

     砂型関連：６件 

     砂材料：６件 
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表ｌ－１ 各個別要素技術開発の目標、成果、目標の達成度一覧（１/２） 

 

※ 最大造形サイズの中間目標値に対しては、最大造形サイズに対応した空間の大きさ（図面と実

物の確認）とビーム照射範囲の確認をもって中間目標達成の判断している。

項　目 最終目標 現状達成値 達成度 原因分析（未達の場合）

積層造形速度 250 cc/ｈ 500 360 達成  

造形精度 50 ±μm以下 20 24 達成  

造形可能範囲 300ｘ300ｘ100 mm以上 300ｘ300ｘ300 300ｘ300ｘ100 達成  

複層機能 可能 可能 可能 達成  

項　目 最終目標 現状達成値 達成度 原因分析（未達の場合）

積層造形速度 250 cc/ｈ 500 68.5 未達成

大型スキージング装置開発、流動特性を含めた粉末特性の見
極めとｲﾝｺﾈﾙ718の造形条件を見出すのに時間を要し、造形速
度が55％と未達成。ﾚｰｻﾞｰ2台化、マルチ制御化により達成す
る見込み(なお、予算減額により平成27年度目標は125cc/hと
し、中間目標250cc/h達成は平成28年度としている）

造形精度 50 ±μm以下 20 50 達成  

造形可能範囲 500ｘ500ｘ400 mm以上 1000ｘ1000ｘ600 600ｘ600ｘ400 達成  

レーザービーム出力 2 KW以上 2 達成  

最終目標 現状達成値 達成度 原因分析（未達の場合）

レーザービーム出力 2 KW以上 2 達成  

13W励起半導体レーザチップ 試作完了 試作完了 達成

150W励起半導体モジュール 試作完了 試作完了 達成

開発担当：三菱重工工作機械(株)、三菱重工業(株)

開発担当：（株）松浦機械製作所、古河電気工業(株)

開発担当：古河電気工業(株)方式：レーザ発振器

中間目標

中間目標

中間目標

方式：　マシニングセンタ方式の複層レーザービーム３Ｄプリンタ

方式：　大型高速レーザービーム３Ｄプリンタ

項　目 最終目標 現状達成値 達成度 原因分析（未達の場合）

積層造形速度 250 cc/ｈ 500 214.6 未達成

粉末スキージング技術開発とＴｉ-6Al-4Vの造形条件を見出す
のに時間を要し、造形速度が85％と未達成。造形前のパウ
ダー予熱の時間最適化を図り、時間短縮する事で今後目標を
達成する。

造形精度 40 ±μm以下 20 27 達成 　

造形可能範囲 300ｘ300ｘ600 mm以上 300x300x600 300x300x600 達成 　

複層機能 可能 可能 可能 達成 　

項　目 最終目標 現状達成値 達成度 原因分析（未達の場合）

積層造形速度 250 cc/ｈ 500 100 未達成

粉末スキージング技術開発とのＴｉ-6Al-4V造形条件を見出す
のに時間を要し、また大形のために試験準備・実施に時間が
かかったこともあり、造形速度が40％と未達成。ﾌﾟﾘﾋｰﾄ熱量
アップ、ﾋﾞｰﾑ形状最適化で達成する見込み。

造形精度 100 ±μm以下 50 78 達成  

造形可能範囲 500ｘ500ｘ600 mm以上 1000ｘ1000ｘ600 500ｘ500ｘ600 達成  

項　目 最終目標 現状達成値 達成度 原因分析（未達の場合）

積層造形速度 250 cc/ｈ 500 359 達成  

造形精度 50 ±μm以下 20 30 達成  

造形可能範囲 300ｘ300ｘ100 mm以上 300ｘ300ｘ300 300ｘ300ｘ100 達成  

複層機能 可能 可能 可能 達成  

開発担当：(株)東芝・東芝機械(株)

中間目標

中間目標

方式：　複層電子ビーム３Ｄプリンタ

方式：　大形高速電子ビーム３Ｄプリンタ

開発担当：日本電子(株)

開発担当：多田電機(株)

方式：　レーザートリミング方式の複層レーザービーム３Ｄプリンタ

中間目標
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   表ｌ－１ 各個別要素技術開発の目標、成果、目標の達成度一覧（２/２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項　目 最終目標 現状達成値 達成度 原因分析（未達の場合）

噴霧現象の数値化
・ガス流速定量化,可視化技術構築
・計測技術を活用した定量的な噴霧解析技
術構築

達成 　

チタン合金粉末試作
チタン合金粉末粒径
45μｍ以下試作

・チタン合金粉末粒径75μm以下の分級歩
留42.3%

達成 　

項　目 最終目標 現状達成値 達成度 原因分析（未達の場合）

分級精度
粉末粒径45μm以下とした

場合の累積95％での粒度40

μm以下
累積95％での粒度35μm 達成  

分級精度 累計5%での粒度が61μm, 累計95%での粒
度が115μm

達成  

分級歩留 同一粒度分布篩分級に対

し、本開発法で40%以上歩留

向上

篩分級に対して28.5%の歩留り向上 達成  

項目 最終目標 現状達成値 達成度 原因分析（未達の場合）

銅系金属粉末製造技術開
発 （ｶﾞｽｱﾄﾏｲｽﾞ銅粉対象）

・粉末粒径45μm以下の収

率：75％以上

・粉末粒径105/45μmの中

間粒度収率：30％以上

・粉末粒径45μm以下の収率：66％以上
・粉末粒径105/45μmの中間粒度収率：
28％以上

達成  

金属粉末修飾技術開発（
ｶﾞｽｱﾄﾏｲｽﾞ銅粉：45μm以
下対象）

・粉末流動度：30秒/50g以下

・酸化増加率：5％／20日以

下

・粉末流動度：20.3秒/50g以下
・酸化増加率：9.90％／20日以下

達成  

項　目 最終目標 成果 達成度 原因分析（未達の場合）

アルミニウム合金粉末
の製造技術開発

ﾚｰｻﾞｰﾋﾞｰﾑ／電子ﾋﾞｰﾑ積
層造形で密度99%以上を
達成できるアルミニウム合
金粉末

・ﾚｰｻﾞｰﾋﾞｰﾑ積層造形装置：粒度分布を調整

する事により相対密度99.5％を達成した。

・電子ﾋﾞｰﾑ積層造形装置：粉末の球状度、サテ

ライト粉末の量、粒度分布幅の改善が必要で

あることが判明し、さらなる検討を進めている。

達成 　

　

項　目 最終目標 成果 達成度 原因分析（未達の場合）

①STL・AMFデータ処理技
術

STL/AMFデータ変換ソフト

ウェアの開発

STL/AMFデータ変換ソフトウェアの開発を完了

し、装置開発メーカー及びユーザーへ展開し

て、改良中である。
達成 　

②加工条件／最適パス生
成技術

加工条件設定・編集、配置

支援、ラティス構造、サポー

ト設定及び加工前評価ソフト

ウェア開発

加工条件設定・編集、配置支援、ラティス構

造、サポート設定及び加工前評価ソフトウェア

開発を完了し、装置開発メーカー及びユー

ザーへ展開して、改良中である。

達成

③統合ソフトウェア開発

加工・材料・評価データベー

スとの連携可能な加工条件

／最適パス生成ソフトウェア

開発

統合ソフトウェアのプラットフォームを開発し

た。
達成

開発担当：ｼｰﾒｯﾄ（株）、（株）松浦機械製作所

中間目標

STL/AMFデータ変換ソフトウェアの開発

加工条件設定・編集、配置支援、ラティス
構造、サポート設定及び化加工前評価ソフ
トウェア開発

加工・材料・評価データベースとの連携可
能な加工条件／最適パス生成ソフトウェア
開発のためのプラットフォーム構築

３Dプリンタ用制御ソフトウェア開発

・粉末流動度：45秒/50g以下
・酸化増加率：10％／20日以下

開発担当：東洋アルミニウム（株）

中間目標

ﾚｰｻﾞｰﾋﾞｰﾑ／電子ﾋﾞｰﾑ積層造形用アルミ
ニウム合金粉末に関する要求特性の明確
化

アルミニウム合金粉末の製造技術開発

開発金属：アルミニウム合金

・粉末粒径45μm以下の収率：60％以上
・粉末粒径105/45μmの中間粒度収率：
25％以上

可視化技術活用による噴霧現象数
値化達成

チタン合金粉末粒径75μｍ以下試
作

気体流による遠心分離方式金属粉末分級機構の開発 開発担当：山陽特殊製鋼（株）

中間目標

粉末粒径45μm以下とした場合の累積
95％での粒度40μm以下

粉末粒径125～45μmとした場合、累積
5％での粒度50μm以上、累積95％での
粒度120μm以下

篩分級での歩留に対して遠心分離式粉体
分級機構法にて20％以上向上

高機能粉末製造のための粉末修飾技術の開発 開発担当：福田金属箔粉工業（株）

中間目標

開発金属：

開発金属：銅、銅合金

新アトマイズ法による高融点・高活性金属粉末製造技術の開発 開発担当：大同特殊鋼（株）

中間目標

開発金属：チタン合金、チタンアルミ合金

鉄鋼材、耐熱鋼、ステンレス鋼、

Ni基超合金（ｲﾝｺﾈﾙ、ﾊｽﾃﾛｲ）、Co-Cr合金
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８．事前［中間］評価の結果 

 

「超複雑形状鋳造生産技術（ハイパー・キャスティング・テクノロジー）」評価ＷＧ（平成２４年

６月） 

＜評価コメント＞ 

１．技術戦略について 

このプロジェクの成果が大企業や中堅企業などの上の部分を引っ張りあげるための技術に留まるこ

となく、どの様にすれば９０％を占める中小企業の生産性をあげるために導入・普及（設備負担）

することができるようになるか考えるべきである。 

固有の技術的な課題に関しての把握をもう尐し深め、適切な開発体制を組むことが必要であり、提

案する技術を使うまでもなく、量産しているものもあるわけで、対象の素材との関係も視野に入れ

つつ、他の方法で砂型をオートマティックにつくる方法等も生かしながら、産業としてはすみ分け

していく、そういった素形材産業全体のあり方という視点も置きながら、進めることが重要である。 

 

２．事業の実施について 

プロジェクトの根幹に関わる部分では、ポイントとなる中核技術を有する者を外さないようにする

ことが重要である。 

この種の装置開発では、装置としてまとめて試作装置をつくり上げていく者が中心になり、要素技

術をもっているメーカーは要素技術で特許をとり、装置全体としてはまとめる者がそれに関わる特

許をとるといった、要素技術と装置を分業しながらそれぞれが特許を取得できる体制とすることが

必要である。 

試作品から量産品に至るまでは一般に時間がかかるので、試作装置の作製を前倒しするなど、プロ

ジェクトを加速化するべきである。 

 

＜対処方針＞ 

① 本技術の適用先はほぼ全ての鋳造メーカーが対象である。当初のターゲットは、試作メーカー、

少量生産の精密鋳造メーカー、自硬性鋳型鋳造メーカーであるが、金型鋳造メーカー、砂型鋳造メ

ーカーにおいても本技術を中子製造に特化して適用することにより、鋳造品の複雑高付加価値化、

省リードタイム、小ロット生産を可能にする。試作装置完成後は鋳造設備メーカーとの連携開発に

より、これら砂型・金型鋳造メーカーに広く普及を図る計画である。 

② 本プロジェクトでは装置、バインダ材料、鋳型製造・鋳造それぞれに要素技術があり、企業で

一部基本的な特許は取得している。これらの要素技術を持つメーカーが参画する集中研方式でプロ

ジェクトを進め、新たに要素技術、装置・技術としてまとめる過程において発生する特許の取得を

効率的に図る。特にプロジェクト前期には装置制御機構、バインダ開発に集中して、試作装置開発

の前倒しを図る計画である。 
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＜評価コメント＞ 

● 我が国の技術開発が当該分野ではやや立ち遅れているとの認識のもと、プロジェクト終了時点

で装置が完成することを目標とするのではなく、例えば、３年後には一部の装置は実用化している

というように順次成果を出せるよう、スピード感を持って技術開発を実施すべき。 

 

● 製品機能のデジタル化の進展は、経験上、我が国産業の競争優位性を失うことにつながりやす

く、また、既存産業との競合もありうる。我が国がターゲットとする市場の設定、マーケティング、

ユーザーである中堅・中小の育成、知財戦略等、産業政策として真に戦略的な検討が必要。 

 

＜対処方針＞ 

● 本プロジェクトでは、開発期間５年間の中間時点での中間目標を設定し、実用化開発を行うも

のとしており、中間目標をクリアした技術については、プロジェクトの終了を待たずに、実用化の

検討をしてまいる所存である。 

 

● 本プロジェクトをより効果的なものにするため、ターゲットとする市場の設定や知財戦略等の

重要性は認識しており、当該プロジェクトを進める技術研究組合に、市場を担うと思われる企業等

にも広く参画を促すとともに、知財戦略については、平成 25年度に行われている特許庁の技術動向

調査等を参考に、標準化も含めて本組合の中で検討してまいる所存。 

また、平成 25年 10月から「新ものづくり研究会」を設置し、三次元造形技術のものづくりへの活

用可能性やそれに対する対応等について、今後の産業を担う人材育成を含めて幅広い検討を行って

いるところ。本研究会の検討等を踏まえ、引き続き真に必要な戦略について検討してまいる所存で

ある。 

 

 


